
 

鹿屋市町内会育成事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の町内会を中心とする自治活動を充実するため、町内会

長等指導者の育成及び町内会の活性化に要する経費に対し、鹿屋市町内会育成事

業補助金（以下「補助金」という。）を交付することを目的とし、その交付につ

いては、鹿屋市補助金等交付規則（平成18年鹿屋市規則第73号。以下「規則」と

いう。）及びこの要綱に定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、鹿屋市町内会連絡協議会とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の

各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 町内会長等を対象とした研修に関すること。 

(2) 町内会加入促進に関すること。 

(3) 地区町内会連絡協議会が実施する各種事業に関すること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条

に掲げる事業を実施するために必要な経費とする。ただし、年間を通じた事務的

経費は除く。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内で補助対象経費の３分の２以内とする。ただ

し、補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の補助金等交付申請書に

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（事業内容等の変更） 

第７条 規則第５条の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補



 

助事業者」という。）は、補助対象経費に10分の３以上の増減が生じる変更をしよ

うとするときは、規則第８条第１項の計画変更承認申請書を市長に提出してその

承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、規則第14条第１項の事業

実績報告書に次に掲げる書類を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。 

(1) 実施報告書 

(2) 収支精算書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の請求） 

第９条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、規則第16条第１項

の請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者は、概算払を受けようとするときは、規

則第16条第２項に規定する概算払申請書に請求書及び市長が必要と認める書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

（証拠書類の保管） 

第10条 補助事業者は、補助対象事業及び補助対象経費の収支に関する状況を明ら

かにするために必要な帳簿及び証拠書類を整備し、補助対象事業の完了した日の

属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 鹿屋市補助金等交付規則第３条の規定による補助対象及び補助率等を定める告

示（平成18年鹿屋市告示第14号）の一部を次のように改正する。 

表第１中鹿屋市町内会指導者等育成事業の項を削る。 

３ 鹿屋市町内会指導者等育成事業補助金交付実施要領（平成24年４月１日制定）

は、廃止する。 


